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令和元年労第２７２号 

 

主  文 

本件再審査請求を棄却する。 

 

事実及び理由 

第１ 再審査請求の趣旨 

労働基準監督署長（以下「監督署長」という。）が平成３０年１２月２６日付け

で再審査請求人（以下「請求人」という。）に対してした労働者災害補償保険法に

よる療養給付を支給しない旨の処分を取り消すことを求める。 

第２ 事案の概要 

１ 請求人は、Ａ所在のＢ会社（以下「会社」という。）において、金融事務に従

事していた。 

２ 請求人は、平成２９年９月１日、出勤時に段差がある道を歩行中、腰と左太も

も内側に激痛が走った（以下「平成２９年９月負傷」という。）として、同日、

Ｃ医療機関に受診し、「腰痛、左下肢痛」と診断され、また同日、同病院の紹介

でＤ医療機関に受診し、「腰椎椎間板ヘルニア」（以下「本件傷病」という。）

と診断された。その後、同月８日、出勤時歩行中に同様の部位に激痛が走ったと

して、Ｅ医療機関に救急搬送され入院し、本件傷病と診断され、さらにＦ医療機

関を経て、Ｇ医療機関に入院、手術を経て、平成３０年２月１９日、治癒した。 

  なお、請求人は、平成２８年９月１２日、会社の階段から転落して負傷し（以

下「前負傷」という。）、同月１４日Ｃ医療機関に受診し、「頭部打撲」（以下

「旧傷病」という。）と診断され、業務上災害と認定されている。 

３ 本件は、請求人が、本件傷病は通勤に起因するものであるとして療養給付を請

求したところ、監督署長はこれを支給しない旨の処分（以下「本件処分」という。）

をしたことから、本件処分を不服として同処分の取消しを求める事案である。 

４ 請求人は、労働者災害補償保険審査官（以下「審査官」という。）に対し審査

請求をしたところ、審査官が令和元年５月２１日付けでこれを棄却する旨の決定

をしたことから、更にこの決定を不服として本件再審査請求をした。 

第３ 当事者の主張の要旨 

 １ 請求人 
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  （略） 

 ２ 原処分庁 

  （略） 

第４ 争  点 

請求人に発症した本件傷病が、通勤によるものであると認められるか。 

第５ 審査資料 

（略） 

第６ 理  由 

１ 当審査会の事実認定 

 （略） 

２ 当審査会の判断  

（１）前負傷と本件傷病との因果関係 

まず、請求人は、前負傷があり、続いて平成２９年９月負傷をしたことによ

って、本件傷病を発症した旨の主張をしているが、Ｈ医師は、平成３０年５月

２３日付けの意見書において、「傷病部位は頭部打撲、初診時の病訴は、頭部

を打撲、次いで肩、腰、腕を打撲」としており、本件傷病については確定診断

していない旨述べている。したがって、請求人は、平成２８年９月負傷により

本件傷病にり患していたとは認められない。 

（２）平成２９年９月負傷について 

   次に、平成２９年９月負傷の業務起因性について、以下検討する。 

Ｈ医師は、上記意見書において、「受診時の病訴は、同年８月末からの左足

関節痛があり、その後、左腰、左膝痛も出現。検査の内容については、レント

ゲン撮影」と記載しており、治療内容について記載が認められない。 

また、Ｊ医師は、平成３０年１１月１６日付けの意見書において、要旨「請

求人の初診時の端緒等については、平成２９年８月２７日頃より痛みが出現し

たが、原因について請求人は『ない』と述べている。症状は、左臀部痛、左下

肢痛、検査内容については、当院ではＸ線撮影はしていないが、持参Ｘ線では

異常なし。治療は内服薬を処方するが、再診がないため症状の経過は不明。」

と述べている。 

上記のＨ医師及びＪ医師の各意見書を踏まえると、請求人の主張する平成２

９年９月負傷より前の同年８月末頃に既に左臀部等に痛みが出現していたこと
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がうかがわれる。また、両医師の各意見書からは、本件傷病に係る治療を行っ

たことを推認させる記載も認められず、これらの事実を踏まえると、請求人の

主張する平成２９年９月負傷の災害発生状況等に疑義があると判断せざるを得

ない。 

また、平成２９年９月負傷は、請求人によると出勤時に段差がある道を歩行

中、腰と左太もも内側に激痛が走ったとするものであるが、同年８月末頃に左

臀部等に既に痛みが生じていたものであったことに鑑みれば、その時点におい

て本件傷病を発症していたと考えられ、仮に歩行中に段差がある道を歩いたと

いう日常生活上よくある動作によって本件傷病が増悪したとしても、当該出来

事は機会原因にすぎないと判断される。 

したがって、平成２９年９月負傷について業務起因性を認めることはできな

い。 

（３）なお、請求人のその他の主張について子細に検討したが上記判断を左右する

ものは見いだすことはできなかった。 

３ 結  論 

よって、本件処分は妥当であって、これを取り消すべき理由はないから、

請求人の本件再審査請求を棄却することとして、主文のとおり裁決する。 

 

令和２年６月８日 

 


